
終末期における医療費関係資料  

「老人医療と終末医療に関する日米比較研究報告書」（平成6年3月）  

財団法人長寿社会開発センター より抜粋  

○ メディケア受給資格者1人当たりでみて、死亡前1年間の医療費は、生存者の約6倍となっている。  

○ 死亡までの日数別にみると、日米ともに死亡日に近づくほど医療支出が大きくなる。  

死亡前仁草間のメディケア利用（197∫∃年）  
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、ノ デ ー・ケ了支払額  
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資料Ⅰ－⑪  

○高齢者の救急搬送の伸びは、人口の伸びを上回って増加している（平成8年からの10年間で高  
齢者人口は約4割増加に対し、救急搬送人員は約2倍に増加している）。  

人口の変化  
（万人）  
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全体   小児   成人   高齢者  

小児  成人  高齢者  

（18歳未満）  （18歳～64歳）  （65歳以上）  

救急搬送人員   総人口   救急搬送人鼻   総人口   救急搬送人鼻   総人口   

平成8年   39．3万人   2496万人   1■■7rヽ1「＝1  
l′こ，．1ノノノ＼   8221万人   105．9万人   1826万人   

l   

10．1万人増   362万人減   40万人増   194万人減  

（＋26％）   （－15％）   （＋22％）   （－2％）   

平成18年   49．4万人   2134万人   219．1万人   8027万人   220．7万人   2567万人   

「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  
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資料Ⅰ－⑪  

に  こ関する検討会 提出資料  者 医療制度  第4回高齢  

○ 高齢化の進展、住民の意識の変化等に伴い、軽症ヰ等症、高齢者を中心に、救急利用が増加して   
いる（平成8年からの10年間で約50％増加）。  

高齢者  
（万人）  
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軽症  中等症  重症  中等症  重症  

小児   成人   高齢者   全体   

1．4万人   15．5万人   37．2万人   54．1万人  

重症  0．6万人減   2．8万人減   g．7万人増   6．1万人増  

－27％   －15％   ＋35％   ＋13％   

10．2万人   65．2万人   104．4万人   け9．9万人  

中等症  1＿7万人増   8．0万人増   56．8万人増   66．5万人増  

＋19％   ＋14％   ＋119％   ＋59％   

37．8万人   138．1万人   78．8万人   254．¢万人  

軽症  9．4万人増   34．5万人増   48．0万人増   91．8万人増  

＋33％   ＋33％   ＋156％   ＋56％   

49．4万人   219．2万人   220，7万人   489．3万人  

全体  10．1万人増   40．0万人増   114．8万人増   164．9万人増  

＋26％   ＋22％   ＋108％   ＋51％  

小児   成人   高齢者   

（18歳未満）   （18歳～64歳）   （65歳以上）   
全体  

重症   2．2万人   18．3万人   27，5万人   48万人   

中等痘   8て万人   57．2万人   47．6万人   イイ－つ」■t＝l  llJ．■十′Jノ＼   

軽症   28．4万人   103．6万人   30．8万人   162．8万人   

全体   39．3万人   179．1万人   105．9万人   324．3万人   

（注）「救急・救助の現況」（総務省消防庁）のデータを基に分析したもの  
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資料Ⅰ－⑫  

○ 救急搬送人員は、平成18年から平成19年で1，006人増加しており、内訳をみると軽症又   

は中等症の高齢者が多い。  

年齢区分・傷病程度区分別の救急搬送人員（平成18年）  年齢区分■傷病程度区分別の救急搬送人員（平成19年）  
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［傷病程度区分］  

軽 症…傷病の程度が入院加療を必要としないもの  
中等症…傷病の程度が入院を要するもので重症に  

至らないもの  

重 症．．．傷病の程度が3週間の入院加療を必要  
死 亡…初診時において、死亡が確認されたもの  

とするもの以上のもの  

その他．‥医師の診断がないもの及び搬送先が  

その他の場所へ搬送したもの   

■／j＼児   jO6  －  22   －6   9   132   

成人   47   －77   －101   －10   5   －136   

高齢者   669   540   －168   －28   －3   1010   

合計   822   485   －275   －3ヲ   1006   

富山県内消防の救急業務状況調査より作成  
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資料Ⅱ－（む  

【参考1】保険料等の変化における（試算）  

平成20年度  平成27年産   

後期高齢者負担率  10％  10．8％  

料／年 

；二三；≡画 

（注）人口推計は「日本の将来推計人口（平成14年1月推計）」による。   

※平成18年の法案審議時の試算  

【参考2】計算式   

（1）平成20－21年度における後期高齢者の負担割合＝10％  

（2）平成22年度以降の後期高齢者の負担割合＝ 2年ごとに、以下のとおり改定  

10％ ＋ 平成20年度の若人負担割合（約4割）  
× 平成20年度から改定年度までの畳A減少率 ×1／2  

＊若人減少率＝  
平成20年度の若人人口一改定年度の若人人口  

平成20年度の若人人口   
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司  
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資料Ⅱ－②  

75歳以上の政府管葺健康保険の被保険者であった方の所得状況  

（抽出率＝1／10）  

総報酬額   
75歳以上の人数   総数における比率   

（老人加入者数）  

200万円未満   12，681   52．9％   

200万円以上300万円未満   3，231   13．5％   

300万円以上400万円未満  2，626   ‖．仇   

400万堅些上590万堅型軋 1，369   5．7％   

500万円以上1000万円未満  2，530  10．6％   
m．  

1000万円以上1500万円奉遷   1，315   5．5％   

1500万円以上   220   0．9％   

総数   23，972  

注）ヲ5歳以上の人数には65～74歳の障害認定者を含む。  

※資料：厚生労働省「健康保険被保険者実態調査報告」（平成19年10月）  
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資料Ⅱ－③  

○均等割を廃止し、所得割のみとした場合、以下のとおりとなる。   
一保険料の賦課がなくなる方（年金収入153万円以下）…全被保険者の約3分の2   

■保険料が高くなる方（年金収入162万円～829万円）‥・全被保険者の約3分の1   
※保険料が変わらない方（年金収入829万円以上）、保険料が安くなる方（年金収入153万円～162万円）…それぞれ1％程度  

現在（全国平均）  ；所得割率 7．65％ 均等割額 41，500円  

1  

所得割のみとする場合；所得割率18．0％ 均等割額  0円  
◎国保においては、これまで所得がない方についても保険料   

を賦課してきたところ。  

保
険
料
額
 
 

後期高齢者医療  

41，500円  

※1現在の所得割率、均等割額は、平成20年4月時点の全国平均値である。※2保険料の賦課限度籠はいずれの場合も50万円とした。  

※3 所得割軽減（非課税世帯5割軽減）の公費（90億円）を投入することとした。  

※4所得分布は調整交付金算定のため各広域連合から報告されたものを使用。  
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資料Ⅱ－④  

旧ただし書き方式   住民税方式  

メ  ○広い所得階層に薄く賦課する方式であり、   ○住民税が非課税であれば所得割が課され   

リ   中間所得者層の負担が軽減されるなど、   ないため、低所得者への負担を軽減でき   
ツ   公平性が保てる。   る。   

ト  ○税制改正の影響を受けにくく、安定してい   ○住民税額を把握することにより保険料額  

る。   が決定できる。   

○住民税が非課税である方でも所得割額   ○住民税非課税者には所得割が発生しない  

が発生する等、低所得者等の非課税特例   ため、中間所得者層の負担が大きくなる。  

＿や 日  措置該当者に負担が発生する。（軽減措置  
メ  

の実施により、負担の軽減を図ることは  けやすい。   

リ  
可能。）  

ツ  ○住民税方式と比較して、各種人的控除が   
ト   ないため、子育て世帯等、被扶養者が多い  

多人数世帯の被保険者の負担が軽減され  
ない。   
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資料Ⅱ－⑤  

○以下の理由により、長寿医療制度の賦課限度額を50万円と設定している。  

・限度額を低く設定すればするほど、この傾きがきつくなり、中間所得層の負担が重くなる。  

・限度額を高く設定すればするほど、この傾きが緩やかとなり、限度額に近い高所得者の負担が増え、  
給付と保険料賦課額のバランスやこれまで加入していた国保とのバランスが悪くなる。（国保の賦課  
限度額は、世帯単位で59万円としている。）  

所得水準と保険料賦課のイメージ  （参考）長寿医療制度において、年間保険料額が  
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上限（50万円）に達する年収について  
I  

t  

l  
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；東京都・・ヰ金収入9，410，000円  

給与収入9，530，000円  
l  

；（所得割率6．56％、均等割額37，800円）  
1  

1  
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1  

1 三 福岡県‥ヰ金収入7，050，000円  

給与収入7，120，000円  

；（所得割率9・24％、均等割額50，935円）  
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